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公開会社の税率軽減 – 追加規則 
 

直近の税法の変更により、株式の少なくとも 40%をインドネシア証券取引所に上場

する公開上場会社の法人税率が追加でさらに 3%軽減されることとなりました (即ち、

2020～2021会計年度の法人税率が 19%となり、2022会計年度以降は 17%とな

る)。 

 

法律では、これらの軽減税率は特定の要件を満たした場合のみ適用できると規定

されていました。 

 

2020年 6月 19日、インドネシア政府は追加要件を規定する政府規則 2020年第 

30号(以下「GR-30」) を公布しました。 

 

GR-30の一部の規定は従来規則のそれと類似しており、下記のとおり要約するこ

とができます:  

a. 最低要件として規定される、インドネシア証券取引所で上場されるべき 40%の

株式について、最低でも 300名の異なる株主により保有されていること。 

b. 当該の各株主が保有できる株式の上限は発行済株式総数の 5%とする。 

c. 上記 2つのの要件は 1会計年度において少なくとも 183日（歴日）間満たさな

ければならない。 

d. これらの要件を満たしているか否かについて、国税総局(DGT)への報告書提出

を以って判断される。 

 

GR-30では、上記の(a)と(b)の要件を満たす上での数値設定について新たな規定

を設けています。当該要件の数値計算において、下記のいずれかに該当する株式

数は計算の対象ではありません: 

1) 所得税法又は資本市場法下で「特殊関係」にあるとみなされる上場企業の関係

会社が保有する当該上場企業の株式 

2) 当該上場企業が保有する自己株式 (自己株式を取得した企業) 

 

しかしながら、上記の 2で言及される株式 (自己株式) は今般公布された GR-29

の規定を満たす場合、株式数の計算からは除外されないこととされています。この

点に関する詳細は、私どもの TaxFlash No.25/2020 をご参照ください。 
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https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2020/taxflash-2020-25-jpn.pdf
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経過措置 

 

GR-30は 2020年 6月 19日から適用開始され、1会計年度における 183日（歴

日）間にわたる要件遵守に係わる期間とその法的根拠は以下のとおりです: 

• 政府規則 2013年第 77号（政府規則 2015年第 56号（GR-56）により修正済

み）に基づく場合は、2020会計年度開始日から 2,020年 6月 18日まで 

• GR-30に基づく場合は、2020年 6月 19日から 2020会計年度最終日まで 

 

2019年度及びそれ以前の年度の法人税申告(その修正も含む)について要求され

る要件は GR-56の規定に従います。 
 
 

奨学金、並びに教育及び研究開発に係る非営利団体の所得税上の

取り扱い 
 

2020年 6月 16日、財務大臣は人材開発及び研究開発（R&D）促進を目的とした

財務大臣規則 No.68/PMK.03/2020 (以下「PMK-68」) を公布しました。 

 

PMK-68は、従来、以下の 2つの別個の財務大臣規則により規定されていた 2つ

の内容を合併し更新したものです:  

1) 奨学金に関する所得税の取り扱いは財務大臣規則 No.246/PMK.03/2008（財

務大臣規則 No.154/PMK.03/2009により修正済み）により規定 

2) 教育又は研究開発分野に従事する非営利団体による剰余金の投資に関する所

得税の取り扱いは財務大臣規則 No.80/PMK.03/2009 (PMK-80) により規定 

 

奨学金 

 

PMK-68では、奨学金とは、学生、従業員（雇用主が提供する奨学金を受領する従

業員を含む）又はその他の当事者を対象として、その功績、学術的可能性又は経

済的制約を考慮してその教育課程の修了を支援するために支給される補助である

と定義されています。 

 

奨学金支給者は、奨学金支給額を損金算入できます。 

 

奨学金受給者は、給付を受ける奨学金は下記の全ての要件を満たす場合、課税

対象とはなりません: 

a. 受給者がインドネシア国籍者であること。 

b. 給付を受ける奨学金を、インドネシア国内又は国外における正式又は非正式な

教育を受けるための支出に使用し、その使用が下記の全て若しくはいずれかに

該当すること:

✓ 教育機関、養成機関

への授業料の支払い 

✓ 試験受験料の支払い 

✓ 履修課程に関係する

研究費用の支払い 

✓ 教科書代の支払い 

✓ 交通費の支払い及び/又は 

✓ 教育・研究の所在地に基づく合理的な生

活費の支払い

 

支給者と受給者との間に事業関係又は親族関係が存在すると認定される場合、そ

の受給者について、奨学金は課税の対象となります。 

 
 

 

教育及び研究開発に従事する非営利団体のファンド剰余金 

 

PMK-68では、教育及び研究開発に従事する非営利団体が受け取るファンドの剰

余金は、当該ファンドが特定の指定された目的のために使用又は配分される場合、

課税所得には算入されません。 



TaxFlash | Page 3 of 5 

 

PMK-68が規定する非営利団体 (NPO) とは、関連する規制当局に登録され、その

プログラム運営が全ての人に開かれた、教育及び研究開発分野における非営利組

織又は機関であると定義されています。 

 

ファンド剰余金 

 

ファンド剰余金とは、特定の指定を受けた損金算入ができる継続的事業運営コスト

を賄うために受け取る資金（最終課税（Final Tax）対象の所得又は非所得税項目

を除く）の余剰部分であると定義されています。 

 

指定目的 

 

NPOが受け取るファンドの剰余金は、下記の全ての条件を満たす場合、所得税の

課税を免除されます: 

a. ファインドの資金が、インドネシア国内に所在する、教育又は研究開発の手段及

びインフラの構築又は調達のために使用されること: 

✓ 手段の調達は下記を含む:  

‒ 授業用機器 

‒ 教育又は研究開

発目的の物品/機

器 

‒ スポーツ用器具 

 

‒ コンピュータ 

‒ 学生用交通手段として用いるバス/ミニバス、

又はその他の類似する車両 

‒ NPOがその特定職に就いている職員用に所

有又は使用する車両

✓ インフラの構築及び調達は下記を含む:  

‒ 建物 

‒ 土地 

‒ 研究室 

‒ 図書館 

‒ コンピュータ室 

‒ オフィス 

 

‒ 教員/従業員用の宿舎 

‒ 学生寮 

‒ 寄付基金/Dana Abadi (即ち、教育又は研究

開発プログラムの持続可能性を保障するた

めの資金で、事業運営活動には使用できな

い資金)への配分

b. ファンドの剰余金が発生してから最長で 4年以内にそれを使用すること。 

 

寄付基金に配分された資金以外の指定目的に使われる剰余金は、その他の NPO

に与えることができます。ただしその場合は、当該のその他の NPOはインドネシア

国内に所在していることを条件とします。 

 

寄付基金 

 

ファンド剰余金は、下記の全ての条件を満たす場合、寄付基金に配分することがで

きます: 

a. NPOが、認定機関により最高水準の認証を受けていること。 

b. 教育分野 NPOの場合、高等教育機関の理事長、実行機関及び関連政府機関

により教育分野の NPOとして承認されていること。 

c. 研究開発分野の NPOの場合、教育機関の理事長及び関連政府機関により研

究開発分野の NPOとして承認されていること。 

d. NPOにおける寄付基金に関する規定が大統領令、又は教育若しくは研究開発

担当の各大臣規則にて明記されていること。 

 

寄付基金は健全な事業運営と適切なリスク管理がなされていることを条件に投資

の対象とすることができます。寄付基金から発生する収益は各種の所得税課税対

象となり、事業運営、特に教育又は研究開発の手段及びインフラの調達に用いるこ

とができます。 
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寄付基金が上記の規定に従わずに使用された場合、その規定違反が発見された

会計年度において課税所得として扱われ、課税所得の修正として処理されます。 

 

申告要件 

 

NPOはファンド剰余金の使用に関するレポートを作成し、年次所得税申告書ととも

に提出しなければなりません。さらに、NPOはファンド剰余金の使用の明細を根拠

資料とともに保管しなければなりません。 

 

4年の期間内に指定目的のために使用されなかったファンド剰余金は、当該の 4

年間経過後の会計年度において課税所得の修正という形で、課税所得として取り

扱われます。 

 
 

税務裁判所サービスの一時停止 
 

2020年 6月 29日、税務裁判所は COVID-19による裁判所業務の一時停止期間

を 2020年 6月 29日から同年 7月 5日までとすることを決定した通達 No.SE-

014/PP/2020 (以下「SE-014」) を公布しました。 

 

SE-014の要点は以下のとおりです:  

1. 税務裁判所業務が 2020年 6月 29日から同年 7月 5日まで一時停止となる。 

2. 控訴申請及び訴訟提起の提出期限日が上記の期間に該当する場合、この控訴

申請及び訴訟提起が税務裁判所に直接提出されたものである場合、その期限

は 7日（歴日）間延長される。 

3. 郵送によって提出した控訴申請及び訴訟提起の期限日は税務裁判所法の規定

に従う。 

4. 上記の日にちは、税務裁判所による審理並びにその他の事務業務の準備及び

実施にかかる期限の一部として数えられない。 
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